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（様式２）

平成２０年度 決算報告書

国立大学法人横浜国立大学

（単位：百万円）

区分 予算額 決算額 差 額 備 考
（決算－予算）

収入

運営費交付金 ９，２０４ ９，１６８ △３５ （注１）
施設整備費補助金 １，０６６ １，０８５ １９ （注２）

船舶建造費補助金 ０ ０ ０
補助金等収入 ２９７ ５１２ ２１５ （注３）

国立大学財務・経営センタ ４７ ４７ ０
ー施設費交付金

自己収入 ６，２２７ ６，３１０ ８３

授業料、入学料及び検定 ６，１１１ ６，０１８ △９２ （注４）
料収入

附属病院収入 ０ ０ ０
財産処分収入 ０ ０ ０

雑収入 １１６ ２９２ １７５ （注５）
産学連携等研究収入及び寄 １，２４９ ２，５６８ １，３１９ （注６）

附金収入等
引当金取崩 ０ ５ ５ （注７）

長期借入金 ０ ０ ０

貸付回収金 ０ ０ ０
承継剰余金 ０ ０ ０

旧法人承継積立金 ０ ０ ０
目的積立金取崩 ７２７ ２６８ △４５８ （注８）

計 １８，８１７ １９，９６５ １，１４９

支出

業務費 １２，２０７ １１，１３４ △１，０７３
教育研究経費 １２，２０７ １１，１３４ △１，０７３ （注９）

診療経費 ０ ０ ０
一般管理費 ３，９５１ ３，７４９ △２０１ （注１０）

施設整備費 １，１１３ １，１３２ １９ （注１１）
船舶建造費 ０ ０ ０

補助金等 ２９７ ５３２ ２３５ （注１２）

産学連携等研究経費及び寄 １，２４９ ２，１８４ ９３５ （注１３）
附金事業費等

貸付金 ０ ０ ０
長期借入金償還金 ０ ０ ０

国立大学財務・経営センタ ０ ０ ０
ー施設費納付金

計 １８，８１７ １８，７３３ △８３

収入－支出 ０ １，２３２ １，２３２
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○予算と決算の差異について
（注１）平成１９年度の特殊要因経費である退職手当の収益化額が見込みより多かったた

、 。め 平成２０年度の当該債務の再収入計上額が３５百万円の減少となっています
（注２）平成２０年度補正予算（耐震対策事業）が交付されたことにより１９百万円の増

加となっています。
（注３）平成２０年度において新規に研究拠点形成費等補助金や大学改革推進等補助金が

採択されたことにより２１５百万円の増加となっています。

（注４）定員の適正化に伴う入学者数及び在籍者数の減少により、入学料収入が１７百万
円減、授業料収入が７５百万円減、計９２百万円の減少となっています。

（注５）科学研究費補助金間接経費等の収入、特許料収入及び有価証券利息収入等の増加
により、１７５百万円の増加となっています。

（注６）受託研究・共同研究の獲得金額増により、９５８百万円の増の外、前年度以前の
収入を財源とした受託・共同研究が３８百万円、寄附金が３２３百万円であり、

計１，３１９百万円の増となっています。

（注７）退職引当金からの支出（特殊要因対象者外）分５百万円の再収入計上により、５
百万円の増となっています。

（注８）平成２０年度補正予算を獲得したことにより執行計画の見直しを図ったこと及び
経費削減により、４５８百万円の減少となっています。

（注９）人件費については雇用見送りによる支出減及び退職者が見込みよりも少なかった
ことにより５６９百万円減、物件費については経費削減及び（注８）に記述した

理由による目的積立金の取崩し減に伴い５０４百万円減により計１，０７３百万

円の減少となっています。
（注１０）人件費については雇用見送りによる支出減及び退職者が見込みよりも少なかっ

たことにより２８３百万円減、物件費については科学研究費補助金間接経費等の
見合い配当分の支出等に伴い８２百万円増、計２０１百万円の減少となっていま

す。
（注１１ （注２）による理由により１９百万円の増加となっています。）

（注１２ （注３）による理由により２３５百万円の増加となっています。）

（注１３ （注６）による理由により９３５百万円の増加となっています。）


